


巻　頭　言

農業農村工学会農地保全研究部会第34回研究集会

「東日本大震災により被災した農地の復旧・復興のいま」

の開催にあたって

　東日本大震災で被災された方々に、謹んでお見舞い申し上げます。

　第１回農地保全研究部会は、昭和55（1980）年６月に滋賀県草津市において、「農地保全

と水食」をテーマに開催されました。以来、中山間地、農地の多面的機能、農村景観、耕

作放棄、震災対応など、時代背景に応じた、農地保全に関わる多くの問題に取り組み、そ

の解決策を求めてきました。

　そして、本年は、平成25年11月26日、27日に宮城県仙台市において、第34回研究集会を

開催することになりました。今回の研究集会では、昨年に引き続き東日本大震災に関連し

て「東日本大震災により被災した農地の復旧・復興のいま」をテーマに掲げました。東日

本大震災は、発生から２年８ヵ月が経過した今でも現在進行中の出来事です。そして、解

決すべき課題は残されたままです。

　平成23年３月11日14時46分頃、三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の東北地方太平

洋沖地震（東日本大震災）が発生しました。宮城県栗原市で震度７、宮城県、福島県、茨

城県、栃木県の４県28市町村で震度６強を観測したほか、北海道から九州までの広範囲に

おいて地震を観測しました。発生した地震は、明治以降記録を取り始めて以来最大の地震

であり、その後発生した大津波により太平洋沿岸の多くの県で多数の死傷者が出ました。

この東日本大震災は死者・行方不明者21,000余名、建物の全壊・半壊398,000余棟、ライ

フラインの破壊、そして農林水産関係などに未曾有の被害をもたらしました（平成25年

９月現在）。

　東日本大震災により被災県では広範囲にわたり農地や農業用水路、ため池、農道などの

農業用施設に大きな被害がでました。また、同震災での津波は、場所によっては波高10ｍ

以上、最大遡上高40.1ｍにも上る大津波が発生し、東北地方および関東地方の太平洋沿岸

部に農地の流出や冠水などの壊滅的な被害をもたらしました。この津波による被災農地面

積は太平洋岸の各県で２万1,476ha、農林業の被害額は２兆3,841億円に達しています（平

成24年７月５日現在）。

　また、地震から約１時間後に遡上高14～15メートルの津波に襲われた東京電力福島第一

原子力発電所は、全電源を喪失して原子炉を冷却できなくなり、１号機と３号機で炉心溶

融（メルトダウン）が発生しました。また、水素爆発により原子炉建屋が吹き飛び、大量

の放射性物質の漏洩を伴う重大な原子力事故に発展し、帰還困難区域、居住制限区域、避



難指示解除準備区域が指定され、居住等が制限され避難生活を余儀なくされている方々は

約28万２千人にのぼります（復興庁：平成25年10月10日）。また、農地も広範囲にわたり

汚染されています。

　東日本大震災の発生から２年８ヶ月が経過した現在、排水機場、パイプライン等の農業

用施設は本復旧にほぼこぎ着けています。同様に、農地海岸の復旧についても順調に経過

しています。また、津波被災農地ではボランティアの協力を得ながら、機械では取り除く

ことが困難な細片の瓦礫撤去等を経て、被災農地のうち約６割の13,470haで営農再開が

可能となるなど明るい兆しも見えています。

　しかし、復興へ向けては未だ課題は山積み、傷跡も深く残り、震災への対応は現在進行

中です。被災地が直面している問題は、わが国がいずれは直面する問題でもあり、被災地

が抱える問題を直視し、課題を解決することが、わが国の農業問題を解決することにもな

ります。

　今回の研究集会では東日本大震災からの復旧・復興状況について報告があります。農地・

農業用施設の復旧状況について、そして震災を契機にさらなる発展を期す動きについての

報告があります。また、除染関係では、農地における物理的除染技術の開発の現状と今後

の課題についての報告、避難指示区域の見直しに伴う営農再開に向けた動き、農地・農業

用施設の復旧に向けての支援状況についての報告があります。これらの課題には、農地保

全に関わる多くの問題に取り組み、その解決策を求めてきた農地保全研究部会として取り

組んでいきたいと思います。

　そして、現地研修会では東日本大震災で被災した仙台市周辺と県南部太平洋沿岸に位置

する亘理町・山元町に位置する亘理土地改良区管内を訪れ、復興に向けた現地の状況を見

学します。

　東日本大震災に伴い被災した農地の現状、復興に向けた歩みをご自身の目で確認すると

ともに、復興に向けた課題を確認して頂きたいと思います。

　今回、この地で研究集会を開催するにあたり、多くの皆様のご尽力を賜りました。とり

わけ、東北農政局、宮城県、宮城県土地改良事業団体連合会の関係各位にお礼申し上げます。

平成25年11月

公益社団法人　農業農村工学会

農地保全研究部会

部会長　　長利　洋



講 演 １　

食と農の再生に向けた放射能対策の現在とその社会的実装

　　　　　　石　井　秀　樹（福島大学）

講 演 ２

農地における物理的除染技術の開発の現状と今後の課題 ―水田を中心として―

 中　　　達　雄（（独）農研機構農村工学研究所）

講 演 ３

津波被災における農地復旧・復興の取組状況 ―原町東地区を事例として―

 水　口　征　樹（福島県相双農村事務所）

講 演 ４

宮城県における農地復興の取り組みについて  

 郷　古　雅　春（宮城県農林水産部）

講 演 ５

復興への取り組みについて 三　品　裕　二（亘理土地改良区）

　

講 演 ６

農地・農業用施設の復旧の現状とこれから

 山　田　育　夫（東北農政局整備部）

情勢報告

農地除染への取組　 柴　田　伸　亮（農林水産省農村振興局農村政策部）

農地保全研究部会誌「農地保全の研究」あゆみ

農業農村工学会 農地保全研究部会運営要領

平成25年度農地保全研究部会構成員

東日本大震災により被災した農地の復旧・復興のいま

目　　　次

…  1

… 11

… 21

… 27

… 33

… 43

… 53

… 60

… 62

… 64





    

 
   

 
 

Hi
de

ki
 Is

hi
i

 

 

r6
41

@
ip

c.
fu

ku
sh

im
a-

u.
ac

.jp
 

 

 

講 演 １

－ 1 －



0 
[B

q/
kg

] 

  

25
Bq

/k
g

 
10

,1
85

,2
64

99
.7

8
25

 - 
50

Bq
/k

g 
20

,1
60

0.
2

50
 - 

75
Bq

/k
g 

1,
67

7
0.

01
6%

75
 - 

10
0B

q/
kg

 
38

9
0.

00
38

10
0B

q/
kg

 
71

0.
00

07
%

 
10

,2
07

,5
61

10
0%

－ 2 －



 

 
 

 
 

 
 

DN
A

9 

 

 

 

 

11
 

 
 

→
 

 
 

→
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

5
 

 
 

 

12
 

－ 3 －



13
 

90
 

30
km

24
00

B
q/

 
30

km
57

00
B

q/
 

B
q/

 

19
63

6
90

 
 

 

20
0B

q 
/ 

 

－ 4 －



 

 

 

 
 

－ 5 －



21
 

 

 
   

 
 

Hi
de

ki
 Is

hi
i

 

 

－ 6 －



 
a)

 
50

0B
q/

kg
 

 
 

 
  

b)
 1

00
Bq

/k
g-

50
0B

q/
kg

 
 

 
 

 
 

 
 

 
c)

 1
00

Bq
/k

g
 

 
 

 

 

α

 

 

 
   

 
 

Hi
de

ki
 Is

hi
i

 

 

－ 7 －



 

 

 
 

 
10

22
1 

(3
6%

)
21

40
0 

 
 

69
28

 
(6

7%
)

20
78

4
 

                       

te
xt

 fi
le

) 
 

cs
v

 
 

fm
p1

2
 

 

       
(c

sv
) 

 

        
 

(c
sv

)
 

       
(c

sv
) 

or
 

 
 

 
 

－ 8 －



Fi
le

M
ak

er
 

 
 

 
  

 e
tc

 

 
 

 
  

  

 

 

• • •

 
 

 
 

  
 

 
  

20
13

1
10

 

－ 9 －



【講演者略歴】

　　石　井　秀　樹

所　属：福島大学うつくしまふくしま未来支援センター

職　名：特任准教授

専　門：造園学、緑地計画

略　歴：1978年　埼玉県旧大宮市（現さいたま市）生まれ

　　　　1998年　京都大学理学部入学

　　　　2003年　東京大学新領域創成科学研究科　自然環境学専攻入学

　　　　2010年　　　同　博士後期課程　単位取得退学

　　　　2010年　法政大学サステイナビリティ研究教育機構　特任研究員

　　　　2012年　福島大学うつくしまふくしま未来支援センター　特任助教

　　　　2013年　同　特任准教授

　福島大着任後は、放射能汚染からの食と農の再生に向けて、農地のマップ作り、水

稲の試験栽培などに従事。

　今年度は、全袋検査の知見を踏まえて、コメにセシウムが移行しやすい圃場を絞り

込み、土壌や水系の多様性を加味した対策を構築したいと考えている。そして放射能

汚染の中で、いかに人間が暮らすことができるのか、福祉やアメニティの観点からの

考察も進め、これを国内外に問題発信をしてゆきたい。

－ 10 －
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【講演者略歴】

　　中　　　達　雄

所　属：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究所

職　名：上席研究員

専　門：農業水利学、灌漑排水工学、水工学

1979年３月　東京農工大学大学院農学研究科（農業工学専攻）修了

2012年４月　（独）農研機構　農村工学研究所水利工学研究領域長

1979年４月　農林水産省構造改善局入省

1984年４月　農業土木試験場水工部研究員

1991年４月　農林水産技術会議事務局研究調査官

1993年５月　農業工学研究所水工部水資源施設水理研究室長

2003年４月　（独）農業工学研究所水工部上席研究官

2009年４月　（独）農研機構　農村工学研究所農地・水資源部長

2011年４月　（独）農研機構　農村工学研究所水利工学研究領域長

－ 20 －
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【講演者略歴】

　　水　口　雅　樹

　　所　属：相双農林事務所

　　職　名：主査

1974年　福島県に生まれる

1999年　日本大学大学院農学研究科農業工学専攻修士課程終了

2000年　福島県保原町役場

2004年　福島県相双農林事務所農村整備部

　　　　現在に至る　
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【講演者略歴】

　　郷　古　雅　春

　　所　属：宮城県農林水産部

　　職　名：農地復興推進室長

1982年　岩手大学農学部農業土木学科卒業

1985年　宮城県入庁

1999年　宮城県産業経済部産業経済総務課企画員

2001年　JICA中国大型灌漑区節水灌漑モデル計画 長期専門家（水田灌漑）

2004年　宮城県農林水産部農村基盤計画課国営事業調整班長

2007年　岩手大学大学院連合農学研究科（社会人課程）修了

2010年　宮城県農林水産部農村振興課技術副参事兼技術補佐（総括担当）

2012年　宮城県北部地方振興事務所栗原地域事務所農業農村整備部長

2013年より現職
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【講演者略歴】

　　三　品　裕　二

　　所　属：亘理土地改良区　総務課

　　職　名：賦課徴収係長

　　　　　　1999年　亘理土地改良区　総務課主事補として採用

　　　　　　2009年　　総務課主事

　　　　　　2013年　総務課賦課徴収係長

　　　　　　現在に至る
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【講演者略歴】

　　山　田　育　夫

　　所　属：東北農政局整備部防災課

　　職　名：防災課長

　　略　歴：1977年　農林水産省入省

　　　　　　2012年　仙台東土地改良建設事業所

　　　　　　2013年　東北農政局整備部防災課

　　　　　　　　　　現在に至る
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【講演者略歴】

　　柴　田　伸　亮

　　所　属：農林水産省農村振興局農村政策部農村環境課

　　職　名：課長補佐（総務班担当）

　　略　歴：平成９年　農林水産省入省

　　　　　　平成20年　九州農政局佐賀中部農地防災事業所　調査設計課長

　　　　　　平成23年　内閣官房地域活性化統合事務局　参事官補佐

　　　　　　平成25年　現職
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　　　　　　開　催　日　　　　　　　　　　テ　ー　マ　　　　　　　　　　　開催地（後援県）

第１回　（昭和55年６月13日）　　農地保全と水食　　　　　　　　　　　　　　　草津市（滋賀県）

第２回　（昭和56年６月12日）　　農地保全の諸問題　　　　　　　　　　　　　　草津市（滋賀県）

第３回　（昭和57年７月22日）　　農地保全、その対策と研究　　　　　　　　　　山口市（山口県）

第４回　（昭和58年７月21日）　　農業生産環境保全の課題とその対策　　　　　　鳥取市（鳥取県）

第５回　（昭和59年７月19日）　　風土と農地保全　　　　　　　　　　　　　　鹿児島市（鹿児島県）

第６回　（昭和60年７月18日）　　災害と農地保全　　　　　　　　　　　　　　　松江市（島根県）

第７回　（昭和61年７月17日）　　土地生産力と農地保全　　　　　　　　　　　　金沢市（石川県）

第８回　（昭和62年７月16日）　　農地造成における設計施工と保全　　　　　　　郡山市（福島県）

第９回　（昭和63年７月25日）　　特殊土壌地帯における地力保全　　　　　　　　山形市（山形県）

第10回　（平成元年10月24日）　　国土・農村空間の総合整備と農地保全　　　　　那覇市（沖縄県）

第11回　（平成２年７月18日）　　緑の大地に豊かな環境・農地保全の新たなる展開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帯広市（北海道）

第12回　（平成３年９月３日）　　未来につなぐ豊かな大地　　　　　　　　　　　函館市（北海道）

第13回　（平成４年９月９日）　　豊かな環境の創造　急傾斜・火山灰地帯を新たに拓く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市（宮崎県）

第14回　（平成５年９月８日）　　自然環境の保全と活用－火山灰土壌と地下水－　熊本市（熊本県）

第15回　（平成６年９月７日）　　農業農村環境と水圏環境　　　　　　　　　　　中村市（高知県）

第16回　（平成７年９月７日）　　農地の保全と地すべり　　　　　　　　　　　　池田町（徳島県）

第17回　（平成８年11月14日）　　農地および農道法面の保全　　　　　　　　　　柳井市（山口県）

第18回　（平成９年11月20日）　　急傾斜地帯における農地の保全　　　　　　　　尾道市（広島県）

第19回　（平成10年10月29日）　　源流地帯における農地の保全問題　　　　　　　岐阜市（岐阜県）

第20回　（平成11年８月26日）　　棚田地帯の保全と整備　　　　　　　　　　　　長野市（長野県）

第21回　（平成12年８月31日）　　豊かで美しい地域環境を創る－農地保全の新たなる展開－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森市（青森県）

第22回　（平成13年９月６日）　　湿地の活用・保全　　　　　　　　　　　　　　秋田市（秋田県）

第23回　（平成14年９月10日）　　生態系に配慮した農地整備の新展開　　　　　　鴨川市（千葉県）

第24回　（平成15年９月９日）　　農地整備・保全事業における農地の多面的機能について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野市（長野県）

第25回　（平成16年11月９日）　　低平地における農地保全と地域資源の活用　　　佐賀市（佐賀県）

第26回　（平成17年11月10日）　　棚畑および下流地域における農地と環境の保全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－住民参加による保全を中心に－　　鹿児島市（鹿児島県）

第27回　（平成18年９月26日）　　環境と調和した農地保全　　　　　　　　　　　北見市（北海道）

農地保全研究部会研究集会のあゆみ
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第28回　（平成19年９月20日）　　農村景観形成における農地保全の役割　　　　　美瑛町（北海道）

第29回　（平成20年10月23日）　　中山間地における農地保全・地域資源の活用　　松阪市（三重県）

第30回　（平成21年11月６日）　　世界の農地保全問題の諸相

　　　　　　　　　　　　　　　　－水土資源保全に対する技術の継承と日本の責任－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琉球大学（沖縄県）

第31回　（平成22年10月７日）　　持続的農業のための農地保全　　　　　　　　　前橋市（群馬県）

第32回　（平成23年11月10日）　　中山間地域における農地保全と耕作放棄対策　　甲府市（山梨県）

第33回　（平成24年11月20日）　　東日本大震災に伴う津波被害・対策とその後　　仙台市（宮城県）

第34回　（平成25年11月26日）　　東日本大震災により被災した農地の復旧・復興のいま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仙台市（宮城県）
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　社団法人農業農村工学会農地保全研究部会の運営については、定款、規則、研究部会規程に

定めるほか、この要領に定めるところによる。

（名称）

第１条　この研究部会は、公益社団法人農業農村工学会農地保全研究部会と称する。

（目的）

第２条　この研究部会は、農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を行う

ことにより、農業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与することを目的

とする。

　

（事業）

第３条　この研究部会は、その目的達成のため、次の事業を行う。

  　共同研究の推進

  　研究集会の開催　

  　現地研修会の開催　

  　研究資料「農地保全の研究」の発行

  　その他必要な事項

   

（研究部会の構成員）

第４条　この研究部会の構成員は、（公益）社団法人の会員10人以上を主な構成員とする農地

保全領域の研究者・技術者であって、この研究部会の研究活動の趣旨に賛同して参画し

た者とする。

（代表幹事）

第５条　この研究部会に代表幹事７名以内を置く。　

２　この研究部会に代表幹事で構成する代表幹事会を置く。

３　代表幹事は、部会の構成員の互選で選出する。

４　代表幹事会は、代表幹事の中から部会長１名、副部会長１名、会計審査幹事１名及び

会計幹事を互選する。

５　部会長、副部会長、会計審査幹事及び会計幹事の任期は、２年とし再任を妨げない。

６　部会長は、この部会を代表する。

７　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは部会長の業務を代行する。

８　代表幹事は、部会長及び副部会長を補佐し、この部会の運営に当たる。

９　会計審査幹事は、この研究部会の収入・支出について、本部の監事の監査に先がけて

審査する。

10　会計担当幹事は、部会長を補佐してこの研究部会の収支に係る経理事務を行う。

11　部会長、副部会長、会計審査幹事、会計幹事及び他の代表幹事は、無報酬とする。

（代表幹事会の任務）

第６条　この研究部会の代表幹事会は、次に掲げる事項を処理する。

  　この研究部会が行う研究計画案及び収支予算案の作成

農業農村工学会農地保全研究部会運営要領
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  　理事会で決定された研究の実施及び経理

  　この研究部会が実施した研究及び収支決算の本部への報告

  　この研究部会の構成員との連絡調整

  　学会本部との連絡調整

  　その他必要と認める事項

（代表幹事会の開催）

第７条　代表幹事会は、年２回以上開催する。

　　２　代表幹事会は、研究部会長が招集する。

（議長・議決）

第８条　代表幹事会の議長は、研究部会長とする。

２　代表幹事会の議事は、過半数の代表幹事が出席し、出席した者の過半数を持って決する。

　　　　可否同数のときは、研究部会長が決する。

　　３　議事の議決について委任状を提出した代表幹事は、出席したものとみなす。

（事業計画案及び収支予算案の作成）

第９条　研究部会長は、研究部会規程第６条に規定する収支予算案の作成に当たっては、当該

年度の支出予算額は、当該年度の収入見込額に100,000円を加えた額の合計額以内の額

とする。

　　　　ただし、特に必要があるときは、当該合計額に当該研究部会の経年の収支差額の合計

残額（本部繰入れ資産額を含む。）を加えた総額を超えない額とすることができる。

（申請等）

第10条　研究部会長は、研究部会規程第３条、第５条、第６条及び第８条に規定する申請及び

提出については、予め代表幹事会の決定を得なければならない。

（経理）

第11条　この研究部会の活動に係る収入は、学会の収入として、支払は学会の支弁として経理

する。

　　２　前項の経理は、事項別科目別に行う。

（庶務）

第12条　この研究部会の活動に係る庶務は、部会長の所属する機関内の場所において行う。

附則

１　農業農村工学会農地保全研究部会規約は、廃止する。

２　この要領は、平成24年３月30日から施行する。

３　この要領の適用日の前日において、現に部会長、副部会長、幹事及び会計監事である者

は、それぞれこの要領施行の日からこの要領により選出された部会長、副部会長、会計審

査担当代表幹事とみなす。
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部　　会　　長

長　利　　　洋 北里大学 獣医学部

部　会　幹　事

赤　江　剛　夫 岡山大学 大学院 環境学研究科

安　中　武　幸 山形大学 農学部

猪　迫　耕　二 鳥取大学 農学部

大　坪　政　美 九州大学 大学院 農学研究院

小　倉　　　力
独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構
農村工学研究所 農地基盤工学研究領域

長　利　　　洋 北里大学 獣医学部

木　原　康　孝 島根大学 生物資源科学部

黒　田　久　雄 茨城大学 農学部

河　野　英　一 日本大学 生物資源科学部

古　賀　　　潔 岩手大学 農学部

腰　山　達　哉
独立行政法人 森林総合研究所 森林農地整備センター
農用地業務部設計課

斎　藤　広　隆 東京農工大学大学院共生科学技術研究院

酒　井　一　人 琉球大学 農学部

酒　井　俊　典 三重大学 大学院 生物資源学研究科

佐々木　長　市 弘前大学 農学生命科学部

佐　藤　泰一郎 高知大学 農学部

鈴　木　浩　之 農林水産省 農村振興局 整備部防災課

塩　野　隆　弘
独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構
農村工学研究所 農地基盤工学研究領域

落　合　博　之 北里大学 獣医学部

杉　浦　俊　弘 北里大学 獣医学部

高　木　　　東 鹿児島大学 農学部

辻　　　　　修 帯広畜産大学 地域環境学研究部門

富　樫　千　之 宮城大学食産業学部環境システム学科

中　野　拓　冶 琉球大学 農学部

中　村　公　人 京都大学 大学院 農学研究科

H25年度　農地保全研究部会幹事　一覧
（2013.11.1現在）
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中　村　真　也 琉球大学 農学部

中　村　貴　彦 東京農業大学 地域環境科学部

永　吉　武　志 秋田県立大学 生物資源科学部

成　岡　　　市 三重大学 大学院 生物資源学研究科

西　村　　　拓 東京大学 大学院 農学生命科学研究科

深　田　三　夫 山口大学 農学部

松　本　康　夫 岐阜大学 応用生物科学部

三　原　真智人 東京農業大学 地域環境科学部

山　本　忠　男 北海道大学 大学院 農学研究院

吉　田　修一郎 東京大学 大学院 農学生命科学研究科

吉　永　安　俊 琉球大学 農学部

集　会　幹　事

大　場　良　一 宮城県 農林水産部 農村振興課

事 務 局 幹 事

杉　浦　俊　弘 北里大学 獣医学部

落　合　博　之 北里大学 獣医学部

柿　野　　　亘 北里大学 獣医学部
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